
 

運転責任者に係る基準等に関する規程の改正（案）に対する 

意見公募の結果について 

 

令和８年９月 30 日 

原子力規制委員会 

 

１．概要 

 運転責任者に係る基準等に関する規程の改正（案）について、意見公募を実施

しました。 

 

期間：令和８年７月 23日から同年８月 21日まで（30日間） 

対象： 

 運転責任者に係る基準等に関する規程の改正（案） 

方法：電子政府の総合窓口（e-Gov）及び郵送 

 

２．意見公募の結果 

 〇提出意見数：８件 1 

 〇提出意見に対する考え方：別紙１及び別紙２のとおり 

 

 
1 提出意見数は、総務省が実施する行政手続法の施行状況調査において指定された提出意見数の算出方法

に基づく。なお、今回の意見公募において、提出意見に該当しないと判断されるものはなかった。 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

運転責任者に係る基準等に関する規程の改正案に対する御意見への考え方 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

令和８年９月 30 日 

 

 

 

【注】提出いただいた御意見に関して、e-Govで受領した際に一部文字化けした箇所や URLが置き換わった箇所については変更を加えた。また、個人や組織

を特定できる情報については削除やマスキング処理を行った。 

  



 

 

 

整理番号 提出意見 考え方 

１－１ 率直に言わせて頂く。 馬鹿ではないか? 

 

万が一の事故を起こさない為に求められる、運転者への適正確認を、

「現状 あまり変わりが無いから」と廃止するなど、ありえない提案だ。 

漏れを発見するための重要な手順を、「無駄な確認」と思うなら、その

者こそ 原発事業に携わるべきではない 不適格者だろう。 

 

3年毎の確認廃止に反対する。 

 今般の改正は、実用発電用原子炉の設置、運転等に関する規則（昭

和 53年通商産業省令第 77号。以下「実用炉規則」という。）第 87

条第４号に基づく発電用原子炉の運転責任者が同条第３号に規定

する基準に適合しているかどうか判定を行うための方法、実施体

制等（以下「運転責任者の判定方法等」という。）について、原子

力規制委員会による確認に関する手続及び確認の有効期間（以下

「原子力規制委員会による確認の手続等」という。）を見直すもの

であり、御意見のように発電用原子炉設置者（以下「設置者」と

いう。）による当該判定の実施及び原子力規制委員会による運転責

任者の判定方法等の確認を廃止するものではありません。 

 

 運転責任者の判定方法等の確認の有効期限を３年として定期的に

原子力規制委員会が行っている確認は、設置者の行う判定方法等

の内容に変更がないことから、実態上、形式的な変更の確認にと

どまっており、３年ごとに確認する意義が薄れているため、今般

の改正では、原子力規制委員会の確認の有効期間を廃止するとと

もに、設置者が確認を受けた事項を変更しようとする場合に限り、

原子力規制委員会から変更の確認を受けるようにするものです。 

 

 なお、原子力規制委員会では、運転責任者の判定方法等が設置者

により適切に実施されているかについて原子力規制検査で継続的

に確認しておりますが、今般の改正をもって、その取扱いを変更

するものではありません。 

１－２ 見出しの「（変更の確認等）」のうち「等」という文言は、不要ではない

か？ 

 改正案第４条には、原子力規制委員会が実施する変更の確認につ

いて規定するほか、設置者が行う変更確認申請の義務（第２項）

等についても規定することから、御意見の見出しについては、「変

更の確認等」とすることが適切であると考えています。よって、

原文のとおりとします。 

１－３ 提出意見： 

事前確認を要する「変更」の対象から、誤記の訂正や組織の名称変更

などの「軽微な変更」を除外し、届出で済ませる規定を追加すべきで

 今般の改正は、原子力規制委員会が行う運転責任者の判定方法等

の確認について、その有効期間を廃止し、設置者が確認を受けた

事項を変更しようとする場合に限り、原子力規制委員会から変更



 

 

 

整理番号 提出意見 考え方 

ある。 

【理由】 

今般の改正の趣旨は、形式的な確認作業を見直し、規制委員会および

事業者の互いの業務効率化を図ることにあることは理解している。 

しかし新設規定では、変更の内容や程度にかかかわらず一律に規制委

員会の確認を求めている。この運用では、明らかに審査を要しない軽

微な変更であっても申請と同等の確認手続きが発生し、当初の目的で

ある手続きの合理化を十分に達成できない懸念がある。 

したがって、実質的な審査を必要とする変更（確認申請）と、実質的な

審査を必要としない軽微な変更（届出）とで、手続きを明確に区分す

る規定を設けることが望ましい。 

の確認を受けるようにするものです。 

 一方で、御指摘のような軽微な変更の取扱いについては、今般の

改正による手続の運用実績を踏まえた上で、必要に応じて、今後、

検討を行う際の参考とさせていただきます。 

 

１－４ 提出意見： 

改正前の 3 年ごとの確認規定は、実質的には形式確認であったとの事

だがそれは結果論であり、本質的には是正内容の審査を行う機会とし

ての機能を有していたと考える。今回、有効期間を削除することによ

り、3年ごとの確認規定を活用した定期的な措置はできなくなる。 

 

この場合において将来万が一、運転責任者に係る基準等を規制強化す

る方向に変えるべき動向が生じたものの事業者が自ら改善しないので

あれば、法的な権限なく高圧的態度にて強制させるか法的な権限に基

づき命令するかであるが、原子炉等規制法第 43 条の 3 の 23 等による

保安措置命令を下せるような法的な権限が残されているのか。 

法的な権限なく高圧的態度にて強制させることはこれまでも行われで

きたことであるが、本当に科学技術妥当性で判断されているならば、

その手続きは高圧的態度にて強制させるのではなく法的な権限で行使

できるべきである。ついては権限を行使する際の具体的な条文を述べ

て頂きたい。 

仮に是正を命じる確実な法的根拠が存在しない又は答えられないので

あれば、有事に備えて本告示内に変更命令の規定を新設しそれを明ら

かにする必要があるため本案に反対する。 

 

 御指摘の保安措置命令を下せるような法的権限について、核原料

物質、核燃料物質及び原子炉の規制に関する法律（昭和 32年法律

第 166 号。以下「法」という。）第 43 条の３の 23 の規定に基づ

き、原子力規制委員会は、法第 43 条の３の 22 第１項第２号に規

定する発電用原子炉の運転に関する設置者が講ずる措置が、実用

炉規則第 87条の規定に違反していると認めるときは、その設置者

に対し、発電用原子炉の運転の方法の指定その他保安のために必

要な措置を命ずることができるとされています。また、実用炉規

則第 87条第４号には、設置者が講ずる措置の一部として、運転責

任者の判定方法等が当該判定を行うのに十分であり、かつ、発電

用原子炉の運転の保安上十分であることについて、あらかじめ原

子力規制委員会の確認を受けることが規定されております。した

がって、当該規定に違反していることが確認された場合には、原

子力規制委員会は、設置者に対し、法第 43 条の３の 23 の規定に

基づき、発電用原子炉の運転の方法の指定その他保安のために必

要な措置を命ずることができます。 



 

 

 

整理番号 提出意見 考え方 

１－５ 本改正案において、形式的・手続的となっていた 3年ごとの有効期間

を廃止し、変更時の確認申請へ移行することにより、規制側・事業者

双方の業務効率化を図る趣旨につきましては合理的な面があると理解

いたします。 

 

一方で、有効期間の一律廃止により、事業者が自律的に判定方法を見

直す契機が失われ、制度の長期的な固定化や最新知見等の反映漏れが

生じる懸念が存在します。規制の質を維持・向上させつつ、行政およ

び事業者の過度な負担増を伴わない「比較的容易に導入可能な改善

点」として、以下の 4点を提案いたします。 

 

1. 基本検査要領の改定による定期的な自主評価・確認の明確化 

2. 変更確認申請を要する「変更」の範囲・判断基準の具体化 

3. 毎年度の基本検査における「運用状況および最新知見反映状況」

のチェック項目化 

4. 既存確認事項の最新性確保と経過措置における公表・透明性の維

持 

 

-------------------------------------------------------------- 

 

【具体的な改善提案および理由】 

 

提案 1:基本検査要領の改定による定期的な自主評価・確認の明確化 

(対象:確認に関する要領 / 運用ガイドライン) 

 

[提案内容] 

告示本則の変更(有効期間全廃)自体は維持しつつも、「実用発電用原

子炉の設置、運転等に関する規則第 87条第 4号の規定に基づき原子

力規制委員会が行う確認に関する要領」または運用ガイドに、「事業

者は定期的に(例:5年ごと等)判定方法および実施体制の妥当性を自

律的に評価し、その結果を記録・保管すること」を追加・明記するこ

とを提案します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 運転責任者の判定方法等に係る業務を含む原子力施設の保安のた

めの業務については、安全確保の第一義的責任を有する設置者が、

品質管理に必要な体制の基準に関する規則（令和２年原子力規制

委員会規則第２号。以下「品管規則」という。）に基づき、品質マ

ネジメントシステムを確立し、実施するとともに、その実効性を

維持するため、その改善を継続的に行わなければならないとされ

ています。よって、御意見のような自主評価・確認については、

設置者の品質マネジメントシステムの運用の中で実施することが

義務付けられております。 



 

 

 

整理番号 提出意見 考え方 

 

[理由および効果] 

確認の有効期間を完全に無くした場合、事業者が自発的に判定方法を

評価・更新するインセンティブが低下する懸念があります。新たな許

認可手続としての更新申請を義務付けるのではなく、既存の品質保証

体制(QA)や保安規定上の自主点検の仕組みの中で「定期的な見直し」

を位置付けることで、追加の過大な行政コストを発生させずに、手続

の形骸化防止と質的担保を両立できます。 

１－６ 提案 2:変更確認申請を要する「変更」の範囲および判断基準の明確

化 

(対象:改正告示案第四条「変更の確認等」関係) 

 

[提案内容] 

新設される第四条において、「確認を受けた事項を変更しようとする

とき」に申請が必要とされていますが、どのような変更が「申請を要

する変更」にあたり、どのような変更が「軽微な変更(または申請不

要)」にあたるのかの具体的な基準や例示を要領または Q&A等で明確

に提示することを提案します。 

 

[理由および効果] 

判断基準が曖昧なままであると、以下の 2つのリスクが生じます。 

(a) 事業者が手続の煩雑さを避けるため、必要な見直しであっても

「変更なし」と解釈して放置するリスク。 

(b) 逆に、極めて軽微な組織名の変更や誤字脱字の修正等であっても

一律に申請が行われ、結局は行政側の審査負担が軽減されないリス

ク。 

申請が必要な事項(試験方法の根本的変更、評価基準の改定、判定主体

の変更など)と不要な事項を明確に区分することで、事業者の適切な申

請を促し、規制庁側の審査実務もより一層効率化されます。 

 １－３の御意見に対する考え方を御参照ください。 

１－７ 提案 4:既存確認事項の最新性確保と経過措置に関する情報公開 

(対象:附則第二項関係および情報公開運用) 

 令和８年９月時点において、設置者から確認の申請があった場合

には、当該申請の内容及び当該申請に対する原子力規制委員会の



 

 

 

整理番号 提出意見 考え方 

 

[提案内容] 

経過措置(附則第二項)により、現行の確認がそのまま効力を維持する

こととなりますが、改正告示の施行にあわせ、現在各事業者が確認を

受けている「判定方法等の概要」および「最終確認日」の一覧を整

理・公表するとともに、一定期間(例:施行後数年以内)にわたり、各

事業者が現在の判定方法の妥当性を一度再点検する機会(自主点検の

報告)を設けることを提案します。 

 

[理由および効果] 

過去に確認を受けた内容がそのまま無期限に有効となるため、国民お

よび関係者に対する透明性の確保が重要となります。最新の確認状況

を可視化し、施行時に一度自主点検を促すことで、制度移行時の漏れ

を防ぎ、規制に対する社会的な信頼と安心感を高めることができま

す。 

 

-------------------------------------------------------------- 

 

【まとめ】 

本提案は、原子力規制委員会および規制庁が目指す「形式的な審査負

担の軽減と業務効率化」の方向性を全面的に否定するものではありま

せん。 

「告示本文での確認有効期間の廃止」を受け入れつつ、下位規範であ

る「確認に関する要領」や「基本検査の運用基準」において数点の補

完・明確化を行うという、行政側にとっても導入が容易かつ極めて現

実的な改善案となっております。 

安全確保の実効性と規制実務の効率化をより高い次元で両立させるた

め、本提案のご検討をお願い申し上げます。 

確認結果に関する資料は、原子力規制委員会ホームページ上に公

開しています。 

 同時点において有効である原子力規制委員会の確認を受けた運転

責任者の判定方法等に係る、設置者から提出のあった申請書及び

当該申請に基づく原子力規制委員会の確認の結果については、以

下に掲げる URLを御参照ください。 

https://www.da.nra.go.jp/detail/NRA077003815 

https://www.da.nra.go.jp/detail/NRA077003816 

https://www.da.nra.go.jp/detail/NRA077020375 

https://www.da.nra.go.jp/detail/NRA077020374 

 また、設置者による運転責任者の判定方法等の自主的な点検につ

いては、１－５の御意見に対する考え方を御参照ください。 

１－８ 今回の「運転責任者に係る基準等に関する規程の改正案」は、原子力

施設の運転責任者に求められる資格要件や教育訓練、配置基準などを

最新の安全要求に合わせて見直すための改正であると理解していま

 今般の改正は、運転責任者の判定方法等について原子力規制委員

会の確認に関する手続等を見直すものであり、御意見のような原

子力施設の運転責任者に求められる資格要件や教育訓練、配置基



 

 

 

整理番号 提出意見 考え方 

す。原子力施設の安全確保は国民生活に直結するため、今回の改正内

容がどれだけ安全性向上に寄与するのかを客観的に示す KPI（成果指

標）の設定が不可欠であると考えます。 

 

以下のような KPI が有効であると考えます。 

 

・原子力施設の運転ミス件数 

・ヒューマンエラーの発生件数 

・運転責任者が関与したトラブル件数 

・安全評価での不適合指摘件数 

・教育訓練の受講率 

・訓練後の評価試験の合格率 

・訓練内容の更新頻度 

・運転責任者資格の取得者数 

・資格更新率 

・配置基準の遵守率 

 

これらの指標は、制度の目的である「安全確保」「教育訓練の質向

上」「人材確保」を直接測定できるため、今回の改正の効果を客観的

に評価するために不可欠です。 

 

また、これらの KPIを算出するためのデータは以下のように収集すべ

きです。 

 

・事業者が、運転ミス・ヒューマンエラーの記録、教育訓練の受講状

況、資格者の配置状況、運転記録の不備状況、改善指示の履行状況を

継続的に提出する 

・原子力規制委員会が、全国のトラブル件数、安全評価の不適合指摘

件数、資格者数・更新率、教育訓練の評価結果を整理する 

・教育訓練機関が、訓練内容の更新状況、訓練後の評価試験結果、訓

練効果の分析を行う 

 

準などを最新の安全要求に合わせて見直すものではありません。

したがって、御意見のような指標を用いて、今般の改正の効果を

適切に評価できるとは考えていません。 

 他方で、原子力規制委員会の確認を受けた運転責任者の判定方法

等の実施内容の妥当性については、原子力規制検査で継続的に確

認しているところでありますが、御意見については、今後の原子

力規制検査の改善の検討を行う際の参考とさせていただきます。 

 また、運転責任者の判定方法等の確認の実施については、予算や

基金を用いて実施する事業に該当しないこと等から、御意見のよ

うな効果検証指標を設定しておりません。 



 

 

 

整理番号 提出意見 考え方 

これらのデータを体系的に収集することで、制度の効果を客観的に評

価できるようになります。 

 

また、この案件には成果目標も KPIも示されていないため、以下の点

を明確にしていただきたいです。 

 

「政府が既に全府省庁・原則全事業を対象として実施している

EBPM・行政事業レビューの趣旨に照らし、当該案件について成果目標

及び客観的な効果検証指標が設定されていない理由を明示してくださ

い。また、政策効果を検証可能な成果指標、基準値、目標値及び達成

期限を設定し、その実績と予算への反映状況を公表してください。」 

 

原子力施設の運転責任者制度は国民の安全に直結するため、成果目標

と KPIの明示をお願い申し上げます。 

 

  



 

 

 

 

 

 

 

 

その他の御意見への考え方 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

令和８年９月 30 日 

 

 

 

【注】提出いただいた御意見に関して、e-Govで受領した際に一部文字化けした箇所や URLが置き換わった箇所については変更を加えた。また、個人や組織

を特定できる情報については削除やマスキング処理を行った。 
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２－１ 提案 3:毎年度の基本検査におけるチェックリストの具体化 

(対象:基本検査の運用基準・チェック項目) 

 

[提案内容] 

今般の改正の前提として「基本検査により毎年度確認している」こと

が挙げられています。この基本検査の実効性を高めるため、基本検査

におけるチェック項目に「前回の確認以降における関係法令・ガイド

ライン等の改正内容が判定実務に適切に反映されているか」および

「他プラントでのトラブル事例や最新の知見が講習・試験内容に反映

されているか」を明記・追加することを提案します。 

 

[理由および効果] 

基本検査が単に「過去に確認を受けた文書どおりに手続きが実施され

ているか(手順遵守)」の確認にとどまる場合、制度の固定化を防ぐこ

とができません。年に一度の基本検査の枠組みを活用し、「判定基

準・内容の最新性や妥当性」を簡易的にチェックする視点を一項目付

け加えるだけで、大規模な制度変更を行うことなく、安全規制の実効

性を著しく高めることができます。 

 安全確保の第一義的責任を有する設置者は、運転責任者の判定方

法等に係る業務を含む原子力施設の保安のための業務の品質管理

について、品管規則に基づき、自身の品質マネジメントシステム

を確立した上で、個別業務での関係法令等の要求事項を明確にす

るとともに、個別業務を管理し、妥当性確認をすること及び他の

原子力施設等の運転経験等の知見を収集し活用することが義務付

けられております。 

 原子力規制委員会は、原子力施設の保安のための業務について、

品管規則に基づきその品質管理が実施されているか原子力規制検

査で確認するとともに、品質マネジメントシステムの運用につい

ても、基本検査運用ガイド（品質マネジメントシステムの運用：

BQ0010）等に基づき確認しています。 

２－２ 減税を求める立場および日本人ファーストの立場から、下記のとおり

意見を提出いたします。 

 

### 1. 改正案に賛成する（3年ごとの形式的確認の廃止は合理的で、

行政・事業者双方の無駄を削減する） 

 

現行の「運転責任者に係る基準等に関する規程」では、実用発電用原

子炉設置者は、運転責任者の判定方法等について原子力規制委員会の

確認を受け、その有効期間が 3 年とされています。しかし、実態とし

て、申請の大半は「変更なし」または軽微な修正にとどまり、3年ごと

の確認は形式的なものになっています。加えて、令和 2 年度から導入

された新検査制度により、基本検査で毎年度、確認を受けた内容に従

っているかが既にチェックされています。 

 御意見のうち「安全性を絶対に損なわない運用の徹底」に係る御

指摘については、毎年度の原子力規制検査において、原子力規制

委員会から確認を受けた運転責任者の判定方法等に基づき、運転

責任者の判定が実施されていることについて確認しています。 

 御意見のうち「この改正を他の規制分野のモデルとすること」に

係る御指摘については、御意見のような各申請の手続を所管する

府省庁において適切に判断されるべきであると考えております。 

 御意見のうち「デジタル化の徹底」に係る御指摘については、変

更確認申請に当たり、電子申請での受付も行えるようにしていま

す。 

 上記以外の御意見は、原子力規制行政全般に関連する御意見とし
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この状況を踏まえ、改正案が「確認の有効期間を廃止し、変更しよう

とする場合に限り変更の確認を申請する」仕組みに改めることは、極

めて合理的です。規制庁と設置者双方の業務効率化に資するものであ

り、不要な申請・審査・通知の繰り返しをなくすものです。 

 

減税派の立場から強く支持します。国の行政機関（原子力規制庁）が

行う形式的な確認業務は、税金で賄われる人件費・事務コストを無駄

に消費しています。これを削減すれば、行政のスリム化につながり、

将来的な歳出削減・減税の余地を広げます。また、原子力発電所を運

営する日本企業（設置者）にとっても、3年ごとの申請準備・書類作成

の負担が減り、運営コストが下がります。このコスト削減は、電気料

金の抑制や企業競争力の強化を通じて、国民負担の軽減に寄与します。 

 

日本人ファーストの立場からも賛成します。原子力発電は、エネルギ

ー安全保障の要であり、外国産化石燃料への依存を減らし、安定した

電力供給を通じて日本の産業基盤と国民生活を守るものです。運転責

任者の選任基準自体の安全性を維持したまま、形式的な手続を簡素化

することは、現場のリソースを「安全確保の本質」に集中させること

を可能にします。無駄な紙仕事や定期申請に時間を取られるより、実

際の運転・教育・訓練に注力できる環境の方が、日本人の安全と国益

に資します。 

 

### 2. 改正の実効性を高めるための要望 

 

- **安全性を絶対に損なわない運用の徹底**   

  有効期間の廃止後も、新検査制度による毎年度の基本検査で、判定

方法等の遵守状況を厳格に確認することを明確にしてください。変更

時の確認申請が迅速かつ透明に処理される仕組みを整え、事業者の過

度な負担にならないようにしてください。安全は日本人の生命と財産

を守る最優先事項であり、効率化が安全軽視と誤解されないよう、十

分な説明責任を果たすべきです。 

て、今後の参考にさせていただきます。 
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- **この改正を他の規制分野のモデルとすること**   

  3年ごとの形式的確認が形骸化している例は、原子力分野に限らず

他の行政分野にも多く存在します。今回の改正を契機に、同様の「変

更時のみ申請」方式を他の規制にも広げ、行政全体の無駄を削減して

ください。これにより、国・地方を問わず事務負担が減り、税負担軽

減の道が開けます。 

- **デジタル化の徹底**   

  変更確認の申請は、原則オンライン完結とし、紙の提出を最小化し

てください。これにより、さらなるコスト削減と迅速化が期待できま

す。 

 

### 3. その他 

 

改正案は、規制の「質」を落とさずに「量」を減らす好例です。国が

口を出しすぎる形式主義を改め、現場（日本企業）の実態に即した運

用にシフトすることは、日本人ファーストの精神に合致します。この

方向性を堅持し、公布後の施行を速やかに行い、実際の負担軽減効果

を検証・公表することを求めます。 

２－３ 今回の 3年ごとの審査廃止は、無駄な行政コストや税金が減る至極真

っ当な流れで大賛成です。あなた方は税金で働いている以上、無駄な

ことにリソースを割くのはやめてほしいというのが本音です。その上

で今後の運用について言わせてもらうと、JEAC4804 などの最新の民

間規格が出たなら、規制委員会の方からむしろ「この最新規格を積極

的に使え」と大いに推奨するべきですよね。言葉尻とか的外れな指摘

をして無駄な言葉遊びするような外野と違って、協会が専門家を入れ

てしっかり作り込んだ規格なんですから。そうやってできた規格をこ

っちが理解してわざわざ導入して申請している以上、あなた方も審査

の段階で細かい言葉尻を取るような形式的な確認は不要なはずです。

推奨しておいて、後から細かい揚げ足を取るようなことをしたら、せ

っかくの合理化が本末転倒になりますよね。こっちはちゃんと最新の

規格にアップデートしてしっかりやってるんですから、そちらもそこ

 運転責任者の判定方法等に関する民間規格（JEAC4804 等）につい

ては、原子力規制委員会は技術評価しておりません。 

 原子力規制委員会としては、設置者から申請のあった運転責任者

の判定方法等について、法令等に基づき適切に確認してまいりま

す。 
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に無駄な税金やリソースを割かないでほしい。「最新の規格に準拠す

るなら、形式的な揚げ足取り（審査）は省く」というくらいのスタン

スをハッキリ意思表明してくれないと困ります。その方が、国民の税

金で動く機関としてよっぽど生産的だと思いますがね。 

 

 


